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研究成果の概要（和文）： 

日本の自殺者数は 1998 年に急増し、近年においてもその推移であることから分かるように、
自殺減少のための確立した対策が早急に必要である。本研究では気候要因の側面に着目し、各
気候項目が自殺遂行への影響について日本の自殺死亡率の高・低都道府県を複数対象とした他、
いくつかの事項に関して統計学的検討を行い、また、季節の点からも検討した上で、考察した。
そして、日本全体としての観点とともに各地域からも考察し、様々な要因の検討とともに注意
を払うべき気候変動を考えることが重要である。 

 
研究成果の概要（英文）： 

The number of suicides in Japan rose sharply in 1998, and that trend has continued in 
recent years.  Accordingly, established prevention measures to reduce suicides must be 
promptly implemented.  The current study statistically examined the effects of climatic 
factors on completed suicides in municipalities and Japanese prefectures with high and 
low rates of deaths due to suicide, and this study also examined seasonal variations in 
suicides.  Suicide trends must be discussed at the regional level and at the national 
level, various factors for suicides must be examined, and climatic variations that warrant 
closer attention must be taken into account. 
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１．研究開始当初の背景 

 警察庁報告において 1988 年から 1997 年の
日本の自殺者数は年間約 21,000 人から
24,000 人台を推移していたが、1998 年に
30,000 人超と急増し、以後、その高値で継続
している。また、厚生労働省の報告によれば、

2005 年の日本の死因順位において自殺は第
６位であった。1977 年から 1995 年では自殺
は死因順位において第７位に位置していた
が、1996 年から 2005 年では第６位を継続し
て示していた。2006 年に「自殺対策基本法」
が制定、2007 年には「自殺総合対策大綱」が
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策定された。これらのことからも分かるよう
に日本において自殺は早急に対策を要する
事項であり、行政・警察・医学等自殺予防に
関連する様々な分野における重要な課題の
ひとつであるのだが、効果のある更なる予防
対策の検討が必要だと考えられる実状であ
る。 

自殺予防に向け、動向の把握はもちろんの
こと、増加した要因、危険因子等を検討し、
示すことも大切である。そして、先述におけ
る要因に関しては様々な角度から詳細に検
討を行っていく必要があるものと考えてい
る。その要因検討のひとつとして、気候要因
からアプローチした自殺遂行への影響に関
する検討報告があるのだが、その要因の各項
目において諸外国を含め見解が一致してい
ない現状であると言える。 
そこで、気候要因(その要因各々の項目)が

自殺遂行に影響を及ぼしているのかを明確
にすることを主眼に、影響を及ぼす可能性が
あるのならば、それに対する結果を考察して
結論を示し、自殺予防に関連する分野をはじ
め多くの機関が把握することで自殺の減少
につながるように、また、早期の段階におけ
る自殺予防になり得るようにとも考えたも
のである。 

 

２．研究の目的 

 本研究において日本の自殺死亡率の高い
都道府県と低い都道府県を複数ピックアッ
プし、気候要因、その具体的項目として気
温・気圧・湿度・降水量・日照時間が各々自
殺遂行に影響を与えているのか否かを明ら
かにしていく。同様の観点から気候の違いも
考慮し、地域の側面から、かつ日本全体とし
ての面からも検討・考察する。また、季節等
の点からも考慮していくべきであり、日本の
先述対象で代表値データにおける月別の自
殺死亡の視点から検討も必要であると考え
る。そして、これらを詳細かつ長期間である
検討から考察し、結論を示すことが大切であ
る。 
 本検討を行い、総合的観点から考察し、ま
とめることで、未だ明確な見解が示されてい
ない気候要因が自殺遂行への影響・関連を解
明することを目標としている。 

 

３．研究の方法 

 本研究では大きく３つの課題から検討・考
察し、総合的にまとめた。 

(１) 2006 年の人口動態調査をもとに、全
都道府県において自殺死亡率(総数におけ
る)の最もの高・低各５都道府県を対象とし
た。具体的には、高：秋田県・岩手県・島根
県・山形県・宮崎県、低：奈良県・岡山県・
徳島県・神奈川県・京都府である。なお、同
年の人口動態調査報告において京都府と東

京都の自殺死亡率(総数における)は同率で
あったのだが、2004・2005 年において京都府
のほうが東京都よりも先述自殺死亡率が低
率であったので、京都府をこの項における対
象とした。本検討における対象となった自殺
死亡率の高・低各５都道府県は、2006 年のみ
でなく、2004・2005 年においても各々、全国
平均よりも高・低変わりない都道府県でもあ
った。その上で、厚生労働省、総務省統計局、
各都道府県庁、気象庁、各地方気象台報告や
教示等をもとに、その 10 都道府県の都道府
県庁所在地点における 1977 年から 2008 年の
日平均気温・海面気圧(平均)・湿度(平均)・
降水量・日照時間を調査、また、該当する代
表値データより年齢調整自殺死亡率を算出
した。日照時間において調査対象期間中で日
照計の変更部分のところも気象庁の示唆し
ている方法にて該当のところを補正した。そ
して、本調査対象期間にて年間における年齢
調整自殺死亡率と気候の各項目(日平均気
温・海面気圧(平均)・湿度(平均)・降水量・
日照時間)を統計学的に検討した。 

(２)①日本全体としての視点から気候要
因が自殺遂行に影響を与えているか検討を
行った。検討方法は基本的に(１)に従ってい
る。具体的には、厚生労働省、総務省統計局、
気象庁からの報告や教示等をもとに、1977 年
から 2008 年において該当する代表値データ
から日本における全国としての年齢調整自
殺死亡率を算出した。そして、気候について
は同期間の日本の首都である東京都(地点：
東京)の日平均気温・海面気圧(平均)・湿度
(平均)・降水量・日照時間を調査した。日照
時間のことに関しては(１)と同様である。調
査の対象期間にて年間における年齢調整自
殺死亡率と先述気候各項目について統計学
的に検討した。 

②季節等の視点からの検討として、(１)・
(２)－①における本検討対象各都道府県と全
国について 1977 年から 2008 年の代表値デー
タにおける月別自殺死亡数を調査した上で、
その 32 年間を月別に日単位にてまとめた。 
(３)三重県を北勢・中勢伊賀・南勢志摩・

東紀州の４地域に分け、三重県庁、気象庁、
津地方気象台報告や資料等をもとに調査を
行った。その調査内容は、代表値データから
であるが、三重県衛生統計年報より 1993 年
から 2007 年の各４地域における年齢調整自
殺死亡率とその４地域に該当・在する四日
市・津・南伊勢・尾鷲の日平均気温・海面気
圧(平均)・湿度(平均)・日照時間・降水量を
調査した。そして、先述の４地域各々におい
て年間の視点から年齢調整自殺死亡率と各
気候項目を統計学的に検討した。 
 これらの課題を各々考察した上で、総合的
に検討し、まとめた。 
 



 

 

４．研究成果 
(１)に関しては性別の視点から検討結果

を着目すると、女性において対象の自殺死亡
率の高い５都道府県全てと低い３都道府県
で年齢調整自殺死亡率と日平均気温が有意
に負の相関を示していた。そして、対象の自
殺死亡率の高い３都道府県では女性にて年
齢調整自殺死亡率と湿度(平均)、年齢調整自
殺死亡率と日照時間が各々有意に正の相関
を示した。 

(２)－①では(１)で記載した内容において
女性で年齢調整自殺死亡率と有意な結果を
示す気候の項目のところもあった。 

(２)－②については日本全体としても、ま
た、対象の自殺死亡率の高・低各５都道府県
において春から初夏、そして、初秋に自殺が
多い結果であり、今後、自殺対策を更に強化
していくにあたり把握しておくべき事項で
ある。 

(３)に関しては性別の観点から調査各地
域としては各々において有意な結果を示し
たところもあった。 
これらの結果を把握した上で、全体として

の視点に加え各地域における点からも考察
していくことで注意を払うべき気候変動を
考えていくことが大切である。 
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